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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
第14期

第１四半期連結
累計期間

第15期
第１四半期連結

累計期間
第14期

会計期間  

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

売上高 （千円） 4,584,772 4,560,809 20,816,929

経常利益又は経常損失（△） （千円） △144,208 △14,161 455,556

親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）又は親会社株主に帰属する当

期純利益

（千円） △152,458 △51,312 472,058

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △143,614 △76,958 437,196

純資産額 （千円） 2,090,845 2,570,304 2,680,105

総資産額 （千円） 12,301,098 15,425,049 14,710,392

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は１株当たり当期純利益金額
（円） △9.28 △3.12 28.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － 28.60

自己資本比率 （％） 16.7 16.1 17.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第14期第１四半期連結累計期間は、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。また第15期第１四半期連結累計期間は、潜在株式は存在するものの１株

当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、事業等のリスクについて重要な変更はありません。また、新たに発生したリ

スクはありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府や日本銀行による積極的な金融、経済政策により企業収

益や雇用情勢は堅調に推移しましたが、年初からの円高進行や個人消費の低迷により、依然として先行き不透明な

状況で推移いたしました。

　当社グループの主力事業である建設事業におきましては、公共投資は緩やかな減少傾向にあるものの、国土強靭

化の推進、2020年の東京オリンピック・パラリンピックに向けたインフラの整備、外かく環状道路の整備、高速道

路大規模更新などにより、社会資本の計画的な整備が見込まれており、全体では引き続き高水準を維持しておりま

す。

　このような情勢の下、当第１四半期連結累計期間の売上高は45億60百万円（前年同期比0.5％減）、営業損失は

10百万円（前年同期 営業損失１億32百万円）、経常損失は14百万円（前年同期 経常損失１億44百万円）、親会社

株主に帰属する四半期純損失は51百万円（前年同期 親会社株主に帰属する四半期純損失１億52百万円）となりま

した。

　なお、当社グループは、通常の営業の形態として第４四半期に完成する工事の割合が大きく、業績に季節的変動

があります。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、金額にはセグメント間取引を含めております。

（建設事業）

　建設事業におきましては、受注が好調であった前年同期と比べ大型工事の受注高が減少し、当第１四半期連結累

計期間の受注高は17億86百万円（前年同期比59.5％減）となりました。一方、前期から繰越しの比較的採算性の高

い大型工事の進捗により売上高は41億47百万円（前年同期比10.4％増）、セグメント利益は２億円（前年同期　セ

グメント利益46百万円）となりました。

（製品販売事業）

　製品販売事業におきましては、耐震補強用建築部材等の主要顧客の需要が減少し、当第１四半期連結累計期間の

受注高は４億24百万円（前年同期比27.4％減）、売上高は３億44百万円（前年同期比54.8％減）、セグメント利益

は10百万円（前年同期比72.6％減）となりました。

（情報システム事業）

　情報システム事業におきましては、アベノミクスの波及効果も現れ、需要も増えてきておりますが、企業収益や

設備投資の格差、都市部と地方の格差、慢性的なＳＥ（システムエンジニア）不足などまだら模様で不透明な状況

が続いております。当第１四半期連結累計期間の売上高は77百万円（前年同期比3.5％増）、セグメント損失は９

百万円（前年同期 セグメント損失14百万円）となりました。

（不動産賃貸事業）

　不動産賃貸事業におきましては、当社保有の極東ビルディングにおいて、事務所賃貸ならびに一般店舗・住宅の

賃貸管理のほか、グループ会社の拠点として、当社が一括して賃借した事務所を各グループ会社に賃貸しており、

安定した売上高を計上しております。当第１四半期連結累計期間の売上高は45百万円（前年同期比1.6％増）、セ

グメント利益は22百万円（前年同期比2.6％増）となりました。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、11百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループの受注予想、業績予想に関しましては、現状において合理的に見積ることのできる要因は可能な限

り反映させておりますが、今後の事業環境如何によっては下方修正を余儀なくされる可能性があります。

　当社グループといたしましては、これらの状況において、確固たる経営理念・経営哲学のもと、グループとして

の拡大を目的として、事業戦略機能の強化と経営資源の最適化を推進して行く所存であります。

 

（5）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は154億25百万円となり、前連結会計年度末比７億14百万円の増加となり

ました。その主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等が６億36百万円減少したものの、未成工事支出金が５億

31百万円、未収入金が４億26百万円、商品及び製品が２億43百万円それぞれ増加したことによるものであります。

有利子負債は１億91百万円減少し、35億62百万円となりました。純資産は、親会社株主に帰属する四半期純損失51

百万円の計上及び株主配当金32百万円の支払を実施したこと等より、前連結会計年度末比１億９百万円減少の25億

70百万円となりました。

 

（6）主要な設備

　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第

１四半期連結累計期間に著しい変更があったものは、次のとおりであります。

（新設）

会社名
事業所名

所在地
セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手及び完了予定年
月

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

極東興和㈱

静岡工場
静岡県

製品販売

事業
テント倉庫 25,200 － 自己資金

平成28年

10月

平成28年

12月

（注）前連結会計年度末と比べ、着手年月が平成28年６月より平成28年10月に、完了予定年月が平成28年９月

より平成28年12月にそれぞれ変更となりました。

 

（7）経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

り、連結ＲＯＥ・ＲＯＡ等の経営指標を重視した経営管理を行い、それぞれの事業会社が迅速な経営判断により、

独自性と自立性を追求し、経営の「選択と集中」を通じて収益構造を高めると共に、合理化に裏打ちされたコスト

ダウンと安定した品質確保を目指しております。

　さらにこれからの「建設ニーズ」（提案力、技術力）に企業グループとして対応するため、異分野・異業種も含

む企業との「新たな連携・提携」も選択が可能な体制を整え、グループとしての企業価値の向上を一層追求してい

く所存であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行
数(株)

（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,240,000 17,240,000
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 17,240,000 17,240,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 17,240,000 － 2,500,000 － －

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 818,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,417,700 164,177 －

単元未満株式 普通株式 3,800 －
１単元（100株）未

満の株式

発行済株式総数 17,240,000 － －

総株主の議決権 － 164,177 －
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②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社ビーアールホー

ルディングス

広島市東区光町二丁

目６番31号
818,500 － 818,500 4.75

計 － 818,500 － 818,500 4.75

（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、完全議決権株式数に対する自己名義所有株式数の割合を記載してお

ります。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,321,136 1,396,327

受取手形・完成工事未収入金等 6,372,156 5,735,455

未成工事支出金 292,573 824,304

商品及び製品 568,425 811,808

仕掛品 66,319 137,859

材料貯蔵品 79,158 89,729

未収入金 1,597,201 2,023,890

繰延税金資産 138,555 138,555

その他 20,896 26,310

貸倒引当金 △1,730 △1,464

流動資産合計 10,454,692 11,182,777

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 1,141,562 1,132,794

土地 2,097,557 2,097,557

その他（純額） 261,140 275,125

有形固定資産合計 3,500,260 3,505,477

無形固定資産 95,341 101,502

投資その他の資産   

投資有価証券 417,580 383,642

繰延税金資産 153,610 163,891

その他 107,966 106,816

貸倒引当金 △19,059 △19,059

投資その他の資産合計 660,098 635,291

固定資産合計 4,255,700 4,242,272

資産合計 14,710,392 15,425,049
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 5,908,894 6,365,790

短期借入金 ※２ 1,950,000 ※２ 1,450,000

1年内返済予定の長期借入金 725,322 712,476

未払法人税等 42,440 24,282

未成工事受入金 1,631,095 2,078,777

賞与引当金 － 128,853

工事損失引当金 38,380 31,287

完成工事補償引当金 57,706 80,131

その他 456,726 439,639

流動負債合計 10,810,565 11,311,238

固定負債   

長期借入金 1,078,805 1,400,116

その他 140,916 143,390

固定負債合計 1,219,721 1,543,506

負債合計 12,030,287 12,854,745

純資産の部   

株主資本   

資本金 800,500 800,500

資本剰余金 163,806 163,806

利益剰余金 1,627,180 1,543,025

自己株式 △104,471 △104,471

株主資本合計 2,487,015 2,402,860

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 110,356 85,983

その他の包括利益累計額合計 110,356 85,983

新株予約権 41,292 41,292

非支配株主持分 41,441 40,168

純資産合計 2,680,105 2,570,304

負債純資産合計 14,710,392 15,425,049
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 4,584,772 4,560,809

売上原価 4,205,649 4,049,179

売上総利益 379,123 511,629

販売費及び一般管理費 512,060 521,857

営業損失（△） △132,937 △10,227

営業外収益   

受取利息 10 7

受取配当金 3,890 3,831

スクラップ売却益 1,439 5,897

その他 5,164 4,231

営業外収益合計 10,505 13,968

営業外費用   

支払利息 11,918 8,541

工事保証料 5,856 4,584

その他 4,001 4,775

営業外費用合計 21,776 17,902

経常損失（△） △144,208 △14,161

特別利益   

投資有価証券売却益 957 －

特別利益合計 957 －

税金等調整前四半期純損失（△） △143,251 △14,161

法人税、住民税及び事業税 11,741 38,754

法人税等調整額 △338 △330

法人税等合計 11,403 38,424

四半期純損失（△） △154,655 △52,585

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2,197 △1,272

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △152,458 △51,312
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純損失（△） △154,655 △52,585

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 11,041 △24,372

その他の包括利益合計 11,041 △24,372

四半期包括利益 △143,614 △76,958

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △141,416 △75,685

非支配株主に係る四半期包括利益 △2,197 △1,272
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　　　　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（賞与引当金の計上基準）

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　なお、連結会計年度末においては、連結会計年度末までの支給対象期間に対応する賞与は、確定賞与として

処理することとなっているため発生いたしません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１．受取手形等譲渡高

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 38,000千円 －千円

電子記録債権譲渡高 8,500 56,000

 

※２. 貸出コミットメント

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。

　貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円 2,000,000千円

借入実行残高 600,000 950,000

差引額 1,400,000 1,050,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

業績の季節的変動

前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

　当社グループは、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が他の四半期連結

会計期間に比べて大きいため、業績に季節的変動があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 45,195千円 51,541千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

　配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 32,842 2  平成27年３月31日  平成27年６月26日 利益剰余金

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

　配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 32,842 2  平成28年３月31日  平成28年６月27日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 建設事業
製品販売
事業

情報システ
ム事業

不動産賃貸
事業

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高        

外部顧客への売

上高
3,757,023 762,563 52,336 12,848 4,584,772 － 4,584,772

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － 22,183 32,171 54,354 △54,354 －

計 3,757,023 762,563 74,520 45,019 4,639,127 △54,354 4,584,772

セグメント利益又

は損失（△）
46,107 38,779 △14,351 22,178 92,714 △225,652 △132,937

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△225,652千円には、セグメント間取引消去△975千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△224,676千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 建設事業
製品販売
事業

情報システ
ム事業

不動産賃貸
事業

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高        

外部顧客への売

上高
4,147,743 344,365 56,186 12,513 4,560,809 － 4,560,809

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － 20,933 33,236 54,169 △54,169 －

計 4,147,743 344,365 77,120 45,749 4,614,978 △54,169 4,560,809

セグメント利益又

は損失（△）
200,934 10,607 △9,904 22,750 224,387 △234,615 △10,227

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△234,615千円には、セグメント間取引消去△650千円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△233,964千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。
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２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償却方

法の変更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係

る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによるセグメント利益又は損失（△）に与える影響は軽微であります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △9円28銭 △3円12銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△152,458 △51,312

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（△）（千円）
△152,458 △51,312

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,421 16,421

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないため

記載しておりません。また当第１四半期連結累計期間は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額

であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

　当社は、平成28年８月５日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更について下

記のとおり決議いたしました。

 

１．株式分割の目的

　当社株式の投資単位当たりの投資金額を引き下げることにより、当社株式の流動性向上と投資家の皆さまに

より投資しやすい環境を整えることで投資家層の拡大を図ることを目的としております。

 

２．株式分割の概要

（１）分割の方法

　平成28年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有普通株式１

株につき、２株の割合をもって分割いたします。

（２）分割により増加する株式数

①　株式分割前の発行済株式総数　　　　　17,240,000株

②　今回の分割により増加する株式数　　　17,240,000株

③　株式分割後の発行済株式総数　　　　　34,480,000株

④　株式分割後の発行可能株式総数　　　 120,000,000株

（３）分割の日程

①　基準日公告日　　　　　　　　平成28年９月13日予定

②　基準日　　　　　　　　　　　平成28年９月30日

③　効力発生日　　　　　　　　　平成28年10月１日
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（４）１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、次のとおりであ

ります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額
（△）

△4円64銭 △1円56銭

潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額（円）

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期連結累計期間は潜在株式

が存在しないため記載しておりません。また当第１四半期連結累計期間は、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

３．株式分割に伴う定款の一部変更

（１）定款変更の理由

　今回の株式分割に伴い、会社法第184条第2項の規定に基づき、取締役会決議により平成28年10月１日を

もって当社定款第６条（発行可能株式総数）を変更します。

（２）定款変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。（下線部分は変更部分を示しております。）

現行定款 変更後定款

第６条（発行可能株式総数）

当会社の発行可能株式総数は、60,000,000株

とする。

第６条（発行可能株式総数）

当会社の発行可能株式総数は、120,000,000株

とする。

（３）変更の日程

　効力発生日　平成28年10月１日

 

４．その他

（１）資本金の額の変更

　今回の株式分割に際しまして、資本金の額の変更はありません。

（２）新株予約権の行使価額の調整

　今回の株式分割に際しまして、新株予約権の行使価額の変更はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月９日

株式会社ビーアールホールディングス

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 家元　清文　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 川畑　秀和　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビー

アールホールディングスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成

28年４月１日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビーアールホールディングス及び連結子会社の平成28年６月

30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社ビーアールホールディングス(E00312)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

